
がる資格取得のための助成、学習支援や生活支援を

民間の力も活用して実施する。

　

各種手当・医療費等は、制度に則り適正な支給に努めており、こども医療の入院分や第３子

以降の経済的な支援を埼玉県事業に上乗せして実施している。また、ひとり親家庭の就業支

Ｂ
援補助の利用者数は伸びているが、就業割合は横ばいで推移している。

事務量は徐々に増えているが、人員・予算については「現状維持」とした。

→

新型コロナウイルス感染症が令和元年度末から蔓延し、子育て世帯、特にひとり親等の困窮家庭をさらに追いつめた状況がある。様々な給

付金等の対応は図られたが、継続的で安定的な自立を可能とする対策が必要である。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 2年 6月30日 作成者名 梶山　浩 評価者名 松山　由紀

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞

基本目標 中心となる課

分　　野
関係課

施　　策

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み①

取り組み②

取り組み③

取り組み④

取り組み⑤

その他の取り組み

その他の取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

その他施策の取組事項に
係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

○結果と今後の方向性　（シート作成次長記入）
進捗状況

（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（人員/予算）
（↑増加、→維持、↓削減） 説　明

（人員/予算）

（評価者コメント）

01 子どもの成長と生涯にわたる学びのまち こども青少年部・こども家庭課

01 子育て支援 こども青少年部・保育幼稚園室

02 子育て家庭への経済的支援

　市民が安心して子育てができるよう、子育てにおける経済的負担を軽減します。

乳幼児医療費支給事業

こども医療費支給事業

ひとり親家庭支援事業

少子化対策事業

ひとり親家庭就業支援事業 年間利用者数（教育訓練給付金・高等
人 11 3 5 9 12 13

の利用者数 職業訓練促進費）
ひとり親家庭等の就業割合 児童扶養手当受給者が就業している割

％ 90 87 89.3 90.2 88.6
(就業者数÷児童扶養手当現況届提出 )

・少子化対策とともに、子育て世帯が安心して子育てができる ・手当・医療助成全般については、受給対象者への適正な支給

ための、更なる経済的負担の軽減が求められている。 に努めるとともに、他制度（幼児教育・保育の無償化）も視野

に入れて、負担軽減策を検討する。

・ひとり親世帯等の生活困窮世帯への重点的な支援が求められ

ている。子どもの貧困からくる様々な格差の世代間連鎖が問題 ・ひとり親家庭等支援では制度の周知に努めるとともに、就労

となっている。 支援につな
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紀

５．

子どもの生活支援

事

事業
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意
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の

Ａ01 01 03 02 0

検

2 14 01 43,49

討

7 業化する。

家族や経

【

済面の事情があり家 2

一

1,163 22,98

般

2

庭での学習が困難な
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15 子育て世帯
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への臨時特別給付金支

（
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課）
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0
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）
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結
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果
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★事務
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事

援施設入所事業
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の
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大
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事
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業

9

住居の提供及び生活

中

指導を行 2,739

事
業
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3
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画
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一般財源
人件費

07 児童手当支給事業　（こども家庭課）

児童手当支給事業

法
定

2,545,652
2,575,868

2,585,479

１ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ １ 法01 01 03 02 02 07 01 2,575,868

3歳未満の子は一律月額15,00 361,734 397,407

0円、小学校修了前までの第1 9,313

08 こども医療費支給事業　（こども家庭課）

乳幼児医療費支給事業

義
務

346,984
356,209

364,174

１ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ １ 義01 01 03 02 02 08 01 356,209

乳幼児の入院及び通院時の保 295,646 294,289

険診療扱い分の医療費の助成 11,642

こども医療費支給事業

任
意

363,215
419,405

400,642

１ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ １ Ａ02 01 03 0

戸

2 02 08 02 419

田

,405

義務教育就学

市

児の入院及び通 419

施

,405 419,40

策

5

院時の保険診療扱い

評

分の医療 11,642

価

09 小児慢性

シ

特定疾病児童日常生活
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用具給付事業　（こど

ト

も家庭課）

作成日

小児慢性

令

特定疾病児童日常生

義

和

務

195
347

活用具

 

給付事業 375

１ Ｂ Ｂ

2

Ｂ Ｂ １ 義01 01 03

年

02 02 09 01 34

 

7

在宅の小児慢性特定

6

疾病児童 160 174

月

に対する日常生活用具

3

の給付 479

0

11 地域子ども・子育
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作
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成者名

少子化対策

梶
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任
意

6,838
7

山

,895
8,064

１

　

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ Ａ05 01
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松
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．
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3 06 98 0
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養手当受給者、②公的

単

年金給 0

12

位

施設等利用給付事業　

：

（保育幼稚園室）

千円）

施

事

設等利用給付事業

義
務

務

355,712
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事

,736
1,040,

業
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価
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の

6

支給要件を満たした
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助産施設入所事業

法
定

3,320
3,300

4,400

１ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ 法02 01 03 02 03 01 02 3,300

経済的に困窮していて、入院 △21 804

・分娩の費用を捻出すること 616

02 児童扶養手当支給事業　（こども家庭課）

児童扶養手当支給事業

法
定

474,391
392,111

405,517

１ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ １ 法01 01 03 02 03 02 01 392,111

満18歳の年度末（一定の障害 255,997 262,057

のある児童は20歳）までの児 7,259

03 ひとり親家庭等医療費支給事業　（こども家庭課）

ひとり親家庭等医療費支給事

義
務
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浩 評価者名 松山　由紀

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 ★事務事業の方向性

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
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画
額

一般財源
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98 認可外保育施設運営支援事業　（保育幼稚園室）

家庭保育室保育事業

任
意

3,750 現在、市内に1室あ
0

7,686 るが、県の補助事業

３ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ ３ Ｃ95 01 03 02 02 98 95 0 の動向を注視してい

市が定める要件に適合し、市 0 く。 0

との委託契約に基づいて児童 0

R1決算額 R2予算額 R3計画額 R3予算額

計（千円） 事業費 4,278,585 5,418,690 4,770,528 4,770,474

うち一般財源 1,438,902 1,764,513 1,430,211 1,679,329

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４

戸

他事業と統合　　　５

田

休止　　　６その他見

市

直し

７令和3年度で終

施

了 ８令和2年度で終了

策

９令和元年度で終了

評価シート

作成日 令和 2年 6月30日 作成者名 梶山　


